
 

入札公告（建設工事） 

 

次のとおり一般競争入札に付します。 

 

令和７年 12月３日 

 

独立行政法人国立高等専門学校機構本部 

契約担当役 事務局長 永田 昭浩 

 

◎調達機関番号 593 ◎所在地番号 13 

〇第 4号 

１ 工事概要等 

(1) 品目分類番号 41 

(2) 工 事 名 石川工業高専（北中条）基幹・環境整備工事（災害復旧） 

(3) 工事場所 石川県河北郡津幡町字北中条タ 1 石川工業高等専門学校敷地内 

(4) 工事概要 本工事は、令和６年１月１日に発生した能登半島地震により被災した石

川工業高等専門学校敷地内の被災箇所について、擁壁、屋外給排水設備、舗装等の復

旧及び土地の液状化対策工事を行うものである。 

(5) 工期 令和９年３月 31日まで。 

(6) 本工事は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律 104 号）

に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられた

工事である。 

(7) 本工事は、競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争参加資格確

認資料（以下「資料」という。）の提出並びに入札等を電子入札システムにより行う。

電 子 入 札 は 、 文 部 科 学 省 電 子 入 札 シ ス テ ム ホ ー ム ペ ー ジ

（https://portal.ebid03.mext.go.jp/top/）の電子入札システムにより、文部科学省

電子入札の利用規程及び運用基準に基づき行う。なお、紙入札の申請に関しては、紙

入札方式参加承諾願（様式自由）を契約担当役に対し、下記３（3）に掲げる日まで

に提出して行うものとする。 

 

２ 競争参加資格 

 次に掲げる条件を満たしている有資格者であること。 

(1) 独立行政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則第４条及び第５条の規定に

該当しない者であること。 

(2) 文部科学省における土木一式工事の一般競争参加者の資格（会社更生法（平成 14

年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平

成 11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、

手続開始の決定後に一般競争参加資格の再認定を受けていること。）を有し、「一般競

 



争参加者の資格」（平成 13年１月６日文部科学大臣決定）第１章第４条で定めるとこ

ろにより算定した点数（一般競争（指名競争）参加資格認定通知書の記２の点数）が

1,200点以上であること。 

(3) 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基

づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記(2)の再認定を受けた者を除く。）

でないこと。 

(4) 平成 22年度以降に元請けとして完成・引渡しが完了した、地盤からの擁壁天井まで

の高さ２ｍ以上のコンクリート造擁壁の築造工事、または呼び径 800ｍｍ以上の埋設

排水管の敷設を施工した実績を有すること。 

(5) 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該工事に専任で配置でき

ること。 

① １級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有する者であること。なお、

「これと同等以上の資格を有する者」とは、これと同等以上の資格を有する者と

国土交通省が認定した者。 

② 平成 22 年度以降に、元請として完成・引渡しが完了した上記(4)に掲げる工事

を施工した経験を有する者であること。 

③ 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有す

る者又はこれに準ずる者であること。 

④ 配置予定の主任技術者又は監理技術者にあっては直接的かつ恒常的な雇用関係

が必要であるので、その旨を明示することができる資料を求めることがあり、そ

の明示がなされない場合は入札に参加できないことがある。 

(6) 申請書及び資料の提出期限の日から開札の時までの期間に、文部科学省又は独立行

政法人国立高等専門学校機構から「建設工事の請負契約に係る指名停止等の措置要領

について」（平成 18年 1月 20日付け 17文科施第 345号文教施設企画部長通知）に基

づく指名停止を受けていないこと。 

(7) 上記１に示した工事に係る設計業務等の受託者（協力を受ける他の設計コンサルタ

ント等を含む。以下同じ。）又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連があ

る建設業者でないこと。 

(8) 入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこ

と。なお、上記の関係がある場合に、辞退する者を決めることを目的に当事者間で連

絡をとることは、競争参加資格心得第１５条第２項の規定に抵触するものではないこ

とに留意すること。 

 ① 資本関係 

次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社又は子会社の一方が更生

会社又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。 

(イ) 親会社と子会社の関係にある場合 

(ロ) 親会社と同じくする子会社同士の関係にある場合  

    ② 人的関係 

      次のいずれかに該当する二者の場合。ただし、(イ)については、会社の一方が



更生会社又は再生手続が存続中の会社である場合は除く。 

(イ) 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

(ロ) 一方の会社の役員が、他方の会社の管財人を現に兼ねている場合 

③ その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合 

その他上記①又は②と同視し得る資本関係又は人的関係があると認められる場合。 

(9) 警察当局から、暴力団が実質的に経営的支配する建設業者又はこれに準ずるものと

して、文部科学省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でな

いこと。 

(10) 誓約書の提出が可能であること。 

 

３ 入札手続等 

(1) 担当部局 〒193-0834 東京都八王子市東浅川町 701-2 国立高等専門学校機構本部

事務局施設部施設企画課 電話番号 042-668-5144 shisetsu@kosen-k.go.jp 

(2) 入札説明書の交付期間、場所及び方法 

令和７年 12 月３日（木）から令和８年２月２日（月）までの日曜日、土曜日及び

祝日を除く毎日の午前 8時 30分から午後 5時 00分まで。上記３(1)に同じ 入札説

明書及び数量書の交付に当たっては無料とする。交付は原則として以下の要領によ

ること。 

a) 上記３(1)記載のアドレスにメールを送信すること。 

b) 電子メールの件名は「【入札説明書等申込】石川工業高専（北中条）基幹・環境

整備工事（災害復旧）」とすること。 

c) メール本文に「会社名称、連絡先電話番号、本件担当者氏名」を明記すること。

電子メールによる申込受信確認後、申込者に本件の資料を添付したメールを返信

する。図面等の交付については入札説明書添付の「配布資料一覧」によることと

する。 

(3) 申請書の提出期間、提出場所及び提出方法 

令和７年 12 月３日（水）から令和７年 12月 15日（月）午後 3時 00分まで 

    上記３(1)に同じ 申請書は電子入札システムにより提出すること。ただし、発注

者の承諾を得た場合は上記３(1)に持参又は郵送により提出すること。 

(4) 入札及び開札の日時、場所及び入札書の提出方法  

入札書は、令和８年２月３日（火）午後 3 時 00 分までに、電子入札システムにより

提出すること。ただし、発注者の承諾を得た場合は、上記３(1)に持参又は郵送するこ

と。開札は、令和８年２月４日（水）午前 10時 00分。独立行政法人国立高等専門学校

機構本部棟３階会議室で行う。 

 

４ その他 

(1) 手続において使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 入札保証金及び契約保証金 

① 入札保証金 見積る入札金額（税込み）の 100分の 5以上の入札保証金を納付す



るものとする。なお落札者が契約を結ばない場合は、本機構に帰属する。また、入

札保証保険契約の締結を行い、その証券を提出する場合は、入札保証金を免除する。 

② 契約保証金 納付契約金額の 100 分の 30 以上の契約保証金又はこれに代わる担

保を納付又は提供すること。ただし、保険会社との間に契約担当者を被保険者とす

る履行保証保険契約（契約金額の 100 分の 30 以上）を締結し、その証書を提出す

る場合又は保険会社と工事履行保証契約（契約金額の 100分の 30以上）を締結し、

その証書を提出する場合は契約保証金の納付を免除する。 

(3) 入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又は資料に

虚偽の記載を行った者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とす

る。 

(4) 落札者の決定方法 独立行政法人国立高等専門学校機構会計規則第３６条の規定

に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を

行った者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その

者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められると

き、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれが

あって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をも

って入札した他の者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とすることがあ

る。 

(5) 配置予定監理技術者等の確認 落札者決定後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監

理技術者等の専任制違反の事実が確認された場合、契約を結ばないことがある。なお、

種々の状況からやむを得ないものとして承認された場合の外は、申請書の差替えは認

められない。 

(6) 契約書作成の要否 要。 

(7) 関連情報を入手するための照会窓口 上記３(1)に同じ。 

(8) 一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加 上記２(2)に掲げる一般競争参

加資格の認定を受けていない者も上記３(3)により申請書を提出することができるが、

競争に参加するためには、開札の時において、当該資格の認定を受け、かつ、競争参

加資格の確認を受けていなければならない。 

(9) 手続における交渉の有無 無。 

(10) 対象工事に直接関連する他の工事の請負契約を、対象工事の請負契約の相手方との

随意契約により締結する予定の有無  無。 

(11) 詳細は入札説明書による。 

 

５ Summary 

(1)  Official in charge disbursement of the procuring entity: Nagata Akihiro, The 

Obligating Officer Administration Bureau, National Institute of Tecnology 

(2) Classification of services to be prcured:41 

(3) Subject matter of the contract: Core and Environmental Improvement Work 

(Disaster Recovery) at Ishikawa National College of Technology (Kitachujo) 



(4) Time-limit for the submission of applications forms:3:00 P.M.15 December 2025 

(5) Time-limit for the submission of tenders by electronic bidding system : 3:00 

P.M.3 February 2026 

(6) Contact point for tender documentation : Facilities Planning Division National 

Institute of Technology, 701－2 Higashiasakawamachi Hachioji-shi, Tokyo, Japan 

〒193－0834 TEL 042-668－5144 


